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■報告第８号 令和２年度四万十町一般会計継続費精算報告について 

【要旨】 

平成 30 年度に設定し、令和２年度に補正を行った「四万十町雨水公共下水道事業」

に係る継続費について、令和２年度をもって継続年度が終了したため、地方自治法施

行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 145 条第２項の規定により継続費精算報告書を調製

し、議会に報告するものです。 

【内容】 

■四万十町雨水公共下水道事業（ 継続費の設定期間： 平成 30 年度～令和２年度 ）

継続費予算計上額（年割額）及び実績額（支出済額）は下表のとおりとなり、  

３か年の総額は、それぞれ 6億 8,938 万円となっています。 

なお、平成 30 年度年割額 2億 3,000 万円全額を当該年度内に支出が終わらなか

った経費として令和元年度に逓次繰越して使用し、令和元年度年割額 3億 4,700 万

円並びに前年度逓次繰越額 2億 3,000 万円のうち、1億 1,670 万円を当該年度内に

支出が終わらなかった経費として、令和２年度に逓次繰越して使用しました。 

単位： 円 

年  度 
計  画 ① 

（ 年 割 額 ） 

実  績 ② 

（ 支出済額 ） 

比 較 ①－② 

（年割額と支出済額の差） 
備 考 

平成 30 年度 230,000,000 0 230,000,000 
翌年度へ 

全額を逓次繰越 

令和元年度 347,000,000 460,300,000 ▲ 113,300,000
逓次繰越を含めた 

差額は 116,700,000 

令和２年度 112,380,000 229,080,000 ▲ 116,700,000
逓次繰越を含めた 

差額は 0 

計 689,380,000 689,380,000 0 

※計画①＝逓次繰越を除く年割額、実績②＝逓次繰越を含む支出済額

【根拠法令】 

地方自治法施行令(抜粋) 

 （継続費） 

第 145 条 継続費の毎会計年度の年割額に係る歳出予算の経費の金額のうち、その年度内

に支出を終わらなかったものは、当該継続費の継続年度の終わりまで逓次繰り越して使

用することができる。この場合においては、普通地方公共団体の長は、翌年度の５月 31

日までに継続費繰越計算書を調製し、次の会議においてこれを議会に報告しなければな

らない。 

２ 普通地方公共団体の長は、継続費に係る継続年度（継続費に係る歳出予算の金額のう

ち法第 220 条第３項ただし書の規定により翌年度に繰り越したものがある場合には、そ

の繰り越された年度）が終了したときは、継続費精算報告書を調製し、地方自治法第 233

条第５項の書類の提出と併せてこれを議会に報告しなければならない。 

３ 継続費繰越計算書及び継続費精算報告書の様式は、総務省令で定める様式を基準とし

なければならない。 

1



■報告第９号 

■報告第１０号 

健全化判断比率の報告について 

資金不足比率の報告について 

 

【要旨】 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）により、令

和３年度に算定した令和２年度決算に基づく健全化判断比率（「実質赤字比率」、「連

結実質赤字比率」、「実質公債費比率」及び「将来負担比率」の４指標）及び資金不

足比率を、監査委員の意見を付けて議会に報告するものです。 

 

健全化判断比率及び資金不足比率（以下「健全化判断比率等」という。）とは、地

方公共団体における財政の健全性を示す基準の一つで、地方公共団体の財政状況を

統一的な指標で明らかにし、必要に応じて早期に是正を行うことにより、地方公共

団体の財政破綻などを未然に防ぐことを目的としています。 

なお、比率の算定にあたっては、比率の客観性及び正確性を確保する観点から、

比率を議会に報告する前に監査委員の審査に付すこととされており、「地方公共団

体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに各比率とその算定基

礎事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該比率を議会

に報告し、かつ公表しなければならない。」とされています。 

また、各指標には財政規模などによって次のとおり基準が定められており、基準

以上となった場合は計画の策定と自主的な改善努力による財政の健全化や、国等の

関与による確実な再生が求められることになります。 

※各指標とも、数値が低い（又は算定されない）ほど、財政状況が健全であること

を示しています。 

 

健全化判断 

比   率 

早期健全化 

基   準 

いずれかが早期健全化基準以上となった場合

は、議会の議決を経て財政健全化計画を定

め、自主的な改善努力による財政健全化が求

められます。 

財 政 再 生 

基   準 

いずれかが財政再生基準以上となった場合

は、いわゆる赤字再建団体となり、議会の議

決を経て財政再生計画を定め、国等の関与に

よる確実な再生が求められます。 

資 金 不 足 

比   率 

経営健全化 

基   準 

経営健全化基準以上となった場合は、議会の

議決を経て経営健全化計画を定め、自主的な

改善努力による経営健全化が求められます。 
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【算定結果の概要】 

本町における健全化判断比率等は、いずれも基準を下回っており、現時点では適

正な水準にあるといえます。 

なお、算定結果の詳細については、別添の公表資料「令和２年度決算に基づく健

全化判断比率及び資金不足比率」のとおりとなっています。 

注）下表(1)(2)の早期(経営)健全化基準及び財政再生基準は、いずれも令和２年度決算に対する基準を表示しています。 

 

 

（１）健全化判断比率 

指 標 
四 万 十 町 

早期健全化 

基   準 

財政再生 

基 準 
２年度決算 元年度決算 

健

全

化

判

断

比

率 

① 実質赤字比率 ―  

(▲ 4.40) ％ 

―  
(▲ 5.57) ％ 13.53 ％ 20.00 ％ 

② 連結実質赤字比率 ―  

(▲10.23) ％ 

―  
(▲10.73) ％ 18.53 ％ 30.00 ％ 

③ 実質公債費比率 
6.0 ％ 7.2 ％ 25.0  ％ 35.0  ％ 

④ 将来負担比率 ―  

(▲84.6 ) ％ 

―  

(▲ 

57.2 ) ％ 350.0  ％  

※1 「①実質赤字比率」及び「②連結実質赤字比率」は赤字がないため、また「④将来負担比率」につい

ては実質的な将来負担額がないため、いずれも「―」で表示しています。 

※2 参考として、黒字比率等を下段（ ）書きに▲で表示しています。 

 

（２）資金不足比率 

指 

標 

公 営 企 業 会 計 名 
四 万 十 町 経営健全化 

基   準 
２年度決算 元年度決算 

⑤ 

資
金
不
足
比
率 

水 道 事 業 会 計 ―  ％ ―  ％ 

20.00 ％ 

簡易水道事業特別会計  ―  ％ 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ―  ％ ―  ％ 

農業集落排水事業特別会計 
―  ％ ―  ％ 

※3 資金不足額がないため「―」で表示しています。 
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■議案第８７号 消防ポンプ自動車の売買契約の締結について 

【要旨】 
高幡消防組合四万十消防団は、本部と 18 分団で組織され、火災・災害時の出動や

訓練、火災予防運動などの活動を行っています。 

各分団には、それぞれ消防車両を配備し、計画的に更新整備することとしており、

本年においては、昭和分団の消防ポンプ自動車が平成８年 12 月の初度登録から 25 年

が経過するため更新を行います。 

 本議案は、指名競争による入札の結果、落札した下記事業者と売買契約を締結する

ため、四万十町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平

成 18 年条例第 47 号）第３条の規定により議会の議決を求めるものです。 

 

【売買契約締結内容】 

契 約 件 名 令和３年度 四万十消防団 消防ポンプ自動車整備事業 

契 約 金 額 
25,960,000 円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 2,360,000 円） 

契約の相手方 
高知市南川添１番 28 号 

株式会社藤島 代表取締役 藤島 正守 

納 入 場 所 四万十町 津賀 地内 

購 入 備 品 

車両本体 
・ダブルキャブ ４ＷＤ ディーゼルエンジン 

 ＣＤ－１型消防ポンプ自動車 

艤装 

・インデューサ付高圧二段バランスタービンポンプ 

・車載型デジタル簡易無線機 

・赤色警光灯、拡声器付電子サイレン 

・各種資機材取付装置 

付属品及び 

取付品 

・ガンタイプノズル 

・防火服、防火帽、ゴム長靴、安全帯 

・管鎗、消防ホース、消火栓開閉金具等消火用資機材 

・ポータブル発電機、コードリール等 

 
【根拠法令】 
四万十町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抜粋） 

（議会の議決に付すべき財産の取得又は処分） 

第３条 地方自治法第 96 条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければ

ならない財産の取得又は処分は、予定価格 700 万円以上の不動産若しくは動産の

買入れ若しくは売払い（土地については、１件 5,000 平方メートル以上のものに

係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。 
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入　札　区　分

入　札　日　時

入　札　場　所

予　定　価　格① 26,323,000 円 最低制限価格

落札決定金額② 25,960,000 円 落札率 ②／①＝

契　約　金　額 25,960,000 円 2,360,000 円

契 約 保 証 金

 業 　　者 　　名

(有)共栄防災設備 26,125,000 円

(株)クロイワ 26,070,000 円

高知消防システム(株) 26,128,300 円

サンポウ防災(有) 26,180,000 円

(有)四国消防機材 26,070,000 円

(株)中村防災サービス 26,092,000 円

(株)藤　島 25,960,000 円

備　　　　　考 　金額は全て消費税及び地方消費税額を含んだものです。

　(株)藤　島

第　１　回

請　負　者　名
　高知市南川添１－２８

入   札   記   録

備　考

指名競争入札

令和３年　７月　１日　　午後２時００分

事　　業　　名 令和３年度　四万十消防団　消防ポンプ自動車整備事業

四万十町役場　西庁舎３階　会議室３Ａ

円

内取引に係る消費税及び地方消費税額

98.62%

落
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■議案第８８号 四万十町過疎地域持続的発展計画の策定について 

【要旨】 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第 19 号。以下「新

過疎法」といいます。）に基づく過疎地域持続的発展計画の策定について、同法第８条

第１項の規定により議会の議決を求めるものです。 

なお、同法第８条第７項の規定による高知県への事前協議については、本年７月に

協議書を提出し、異議がない旨の回答を得ています。 

 

【過疎対策の沿革】 

 昭和 30 年代以降の高度経済成長に伴い、農山漁村地域から都市地域に向けて若者

を中心として大きな人口移動が起こり、都市地域においては人口の集中による過密問

題が発生する一方、農山漁村地域では住民の減少により地域社会の基礎的生活条件の

確保にも支障をきたすような、いわゆる過疎問題が発生しました。 

これに対処するため、昭和 45 年に過疎地域対策緊急措置法が制定され、これまで

４次にわたり特別措置が講じられてきました。しかし、人口減少に歯止めがかからず、

基幹産業である農林水産業の低迷、産業の担い手不足、身近な生活交通の不足等、依

然として厳しい状況にあることから、「過疎地域の持続的発展」という新たな理念の

もと、令和３年４月１日に第５次となる新過疎法が施行されました。 

  

【新過疎法の目的】 

 新過疎法は、人口の著しい減少等に伴って地域社会における活力が低下し、生産機

能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地域について、総合的かつ

計画的な対策を実施するために必要な特別措置を講ずることにより、これらの地域の

持続的発展を支援し、もって人材の確保及び育成、雇用機会の拡充、住民福祉の向上、

地域格差の是正並びに美しく風格ある国土の形成に寄与することを目的としていま

す。 

 

【計画策定にあたっての基本的な考え方】 

 新過疎法の施行に伴い、新たに令和３年度から令和７年度までの５年間を計画期間

とする計画を策定し、過疎対策事業債を活用できる環境を整えます。 

 過疎対策事業債を財源とする事業は、本計画への掲載が必須となるため、町の最上

位計画である第２次総合振興計画との整合性を図りつつ、新過疎法の目的に合致する

と思われる事業を幅広く掲載します。 

 なお、本計画に掲載された事業については、毎年度、進行管理を行うとともに、社

会情勢や町の財政状況等によりその都度見直しを行い、事務事業の効果的な実施に努

めます。 
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【基本方針】 

第２次四万十町総合振興計画に掲げる基本方針に基づき、まちの将来像の実現に向

けた取り組みを行うとともに、人口減少の克服と地方創生の推進に係る戦略プランと

して策定した第２期四万十町まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合をとり、一体

的に取り組みを推進します。 

 

【計画内容】 

１．基本的な事項（地域の概要、持続的発展の基本方針等） 

２．分野別の課題と対策、事業計画 ※下線は今回新たに追加された内容です。 

（１) 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

  （２) 産業の振興 

  （３) 地域における情報化 

   (４) 交通施設の整備、交通手段の確保 

   (５) 生活環境の整備 

   (６) 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

   (７) 医療の確保 

   (８) 教育の振興 

   (９) 集落の整備 

（10）地域文化の振興等 

 （11）再生可能エネルギーの利用の推進 

 

【記載事項として新たに追加された項目】 

（１）持続的発展に関する目標（人口、産業振興策等） 

（２）市町村評価の達成状況に関する事項 

（３）産業振興促進事項（税制特例の適用等） 

 

【過疎対策事業に係る基金】 

 旧過疎法に基づく過疎対策事業債（ソフト事業分）を財源に造成した基金の残高に

ついては、新過疎法に基づき策定する四万十町過疎地域持続的発展計画に定めるソフ

ト事業の財源に充当することができることとされています。 
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【根拠法令】 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（抜粋） 

第８条 過疎地域の市町村は、持続的発展方針に基づき、当該市町村の議会の議決を経て

過疎地域持続的発展市町村計画（以下単に「市町村計画」という。）を定めることができ

る。 

２ 市町村計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) 地域の持続的発展の基本的方針に関する事項 

(２) 地域の持続的発展に関する目標 

(３) 計画期間 

(４) 地域の持続的発展のために実施すべき施策に関する事項として次に掲げるもの 

イ 移住及び定住並びに地域間交流の促進並びに人材の育成に関する事項 

ロ 農林水産業、商工業、情報通信産業その他の産業の振興及び観光の開発に関する

事項 

ハ 地域における情報化に関する事項 

ニ 交通施設の整備及び住民の日常的な移動のための交通手段の確保に関する事項 

ホ 生活環境の整備に関する事項 

ヘ 子育て環境の確保並びに高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進に関する事項 

ト 医療の確保に関する事項 

チ 教育の振興に関する事項 

リ 集落の整備に関する事項 

ヌ 地域文化の振興等に関する事項 

ル 地域における再生可能エネルギーの利用の推進に関する事項 

(５) 市町村計画の達成状況の評価に関する事項 

(６) 前各号に掲げるもののほか、地域の持続的発展に関し市町村が必要と認める事項 

３ 市町村計画には、前項第４号ロに掲げる事項に関し、過疎地域の区域の特性に応じた

農林水産業の振興、商工業の振興、情報通信産業の振興、観光の振興その他の産業の振

興の促進に関する事項（以下この条及び第 27 条において「産業振興促進事項」という。）

を記載することができる。 

４ 産業振興促進事項は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(１) 産業の振興を促進する区域（以下「産業振興促進区域」という。） 

(２) 産業振興促進区域において振興すべき業種 

(３) 前号の業種の振興を促進するために行う事業の内容に関する事項 

５ 市町村計画に第２項第４号に掲げる事項を記載するに当たっては、他の市町村との連

携に関する事項について記載するよう努めるものとする。 

６ 市町村計画は、他の法令の規定による地域振興に関する計画と調和が保たれるととも

に、広域的な経済社会生活圏の整備の計画及び当該市町村計画を定めようとする市町村

の公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する計画に適合するよう定めなければなら

ない。 

７ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めようとするときは、当該市町村計画に定める

事項のうち第２項第４号に掲げる事項（産業振興促進事項を含む。）については、あらか

じめ都道府県に協議しなければならない。 

８ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めたときは、直ちに、これを公表するとともに、

主務大臣に提出しなければならない。 

９ 主務大臣は、前項の規定により市町村計画の提出があった場合においては、直ちに、

その内容を関係行政機関の長に通知しなければならない。この場合において、関係行政

機関の長は、当該市町村計画についてその意見を主務大臣に申し出ることができる。 

10 第１項及び前３項の規定は、市町村計画の変更について準用する。 
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■議案第８９号 四万十町税条例の一部を改正する条例について 

【要旨】 

地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）、地方税法施行令等の一

部を改正する政令（令和３年政令第 107 号）、地方税法施行令の一部を改正する政令

（令和３年政令第 108 号）、地方税法施行規則等の一部を改正する省令（令和３年総

務省令第 34 号）及び地方税法施行規則の一部を改正する省令（令和３年総務省令第

35 号）が令和３年３月 31 日にそれぞれ公布されたことに伴い、関係する四万十町税

条例の一部を改正するものです。 

 

【主な条例改正内容】 

１．個人住民税の非課税限度額における国外居住親族の取扱いの見直し 

「扶養控除」について、その対象となる「扶養親族」から30歳以上70歳未満の国

外居住親族を原則として除くこととされた（令和２年度改正）ことに伴い、「個人

住民税均等割・所得割の非課税限度額」についても、その基準の判定に用いる「扶

養親族」の範囲を扶養控除の取扱いと同様とします。 

〔参考１〕扶養控除における国外居住親族の取扱いの見直し（令和２年度改正） 

○30歳以上70歳未満の国外居住親族は、原則として扶養控除の適用対象外とする。 

ただし、以下の者は扶養控除の適用対象とできることとする。 

(1) 留学ビザのコピーを提出した者 

(2) 障害者控除を受けている者 

(3) 送金関係書類において38万円以上の送金等が確認できる者 

〔参考２〕個人住民税均等割・所得割の非課税限度額 

○低所得者層の負担を考慮し、世帯人員数（本人、同一生計配偶者及び扶養親族の合計数）に

応じて算出される所得金額が一定額以下の者は、均等割及び所得割を非課税としている。 

２．セルフメディケーション税制の延長 

特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例（セルフメディケ

ーション税制）について、対象となる医薬品の範囲に係る次の見直しを行った上で、

その適用期限を５年間延長します。 

① 所要の経過措置（５年未満の必要範囲内）を講じた上、対象となるスイッチＯＴ

Ｃ医薬品から、療養の給付に要する費用の適正化の効果が低いと認められるもの

が除外されます。 

② スイッチＯＴＣ医薬品と同種の効能または効果を有する要指導医薬品または一

般用医薬品（スイッチＯＴＣ医薬品を除く。）で、療養の給付に要する費用の適正

化の効果が著しく高いと認められるもの（３薬効程度）が対象に加えられます。 

【スイッチ OTC(over the counter)医薬品とは】 

今まで医師によって処方される医療用薬品として使用されていた薬について、薬局や

ドラックストア等で店舗販売できる一般医薬品(OTC 医薬品)に転換されたものです。 

 

【新旧対照表】 

 別紙のとおり 
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四
万
十
町
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
 
新
旧
対
照
表

 

改
正
後
 

改
正
前
 

（
個
人
の
町
民
税
の
非
課
税
の
範
囲
）
 

（
個
人
の
町
民
税
の
非
課
税
の
範
囲
）
 

第
24
条
 
（
略
）
 

第
24
条
 
（
略
）
 

２
 
法
の
施
行
地
に
住
所
を
有
す
る
者
で
均
等
割
の
み
を
課
す
べ
き
も
の
の
う
ち
、
前

年
の
合
計
所
得
金
額
が
28
万
円
に
そ
の
者
の
同
一
生
計
配
偶
者
及
び
扶
養
親
族
（
年

齢
16

歳
未

満
の

者
及

び
控

除
対

象
扶

養
親

族
に

限
る

。
以

下
こ

の
項

に
お

い
て

同

じ
。

）
の

数
に

１
を

加
え

た
数

を
乗

じ
て

得
た

金
額

に
10

万
円

を
加

算
し

た
金

額

（
そ

の
者

が
同

一
生

計
配

偶
者

又
は

扶
養

親
族

を
有

す
る

場
合

に
は

、
当

該
金

額

に
16
8,
00
0円

を
加
算
し
た
金
額
）
以
下
で
あ
る
者
に
対
し
て
は
、
均
等
割
を
課
さ
な

い
。
 

 

２
 
法
の
施
行
地
に
住
所
を
有
す
る
者
で
均
等
割
の
み
を
課
す
べ
き
も
の
の
う
ち
、
前

年
の
合
計
所
得
金
額
が
28
万
円
に
そ
の
者
の
同
一
生
計
配
偶
者
及
び
扶
養
親
族
の
数

に
１
を
加
え
た
数
を
乗
じ
て
得
た
金
額
に
10
万
円
を
加
算
し
た
金
額
（
そ
の
者
が
同

一
生
計
配
偶
者
又
は
扶
養
親
族
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
金
額
に
16
8,
00
0円

を
加

算
し
た
金
額
）
以
下
で
あ
る
者
に
対
し
て
は
、
均
等
割
を
課
さ
な
い
。
 

 

（
寄
附
金
税
額
控
除
）
 

（
寄
付
金
税
額
控
除
）
 

第
34
条
の
７
 
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
前
年
中
に
法
第
31
4条

の
７
第
１
項
第
１
号

及
び
第
２
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
又
は
次
に
掲
げ
る
寄
附
金
若
し
く
は
金
銭
（
町
内
に

主
た
る
事
業
所
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
に
対
す
る
も
の
及
び
町
内
に
主
た
る
目
的

で
あ
る
業
務
を
行
う
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
（
町
内
に
主
た

る
事
務
所
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
対
す
る
も
の
に
限
る
。
）
を
支
出
し
た
場

合
に
は
、
同
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
控
除
す
べ
き
額
（
当
該
納
税
義
務
者
が

前
年
中
に
同
条
第
２
項
に
規
定
す
る
特
例
控
除
対
象
寄
附
金
を
支
出
し
た
場
合
に
あ

っ
て
は
、
当
該
控
除
す
べ
き
金
額
に
特
例
控
除
額
を
加
算
し
た
金
額
。
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
「
控
除
額
」
と
い
う
。
）
を
そ
の
者
の
第
34
条
の
３
及
び
前
条
の
規
定
を

適
用

し
た

場
合

の
所

得
割

の
額

か
ら

控
除

す
る

も
の

と
す

る
。

こ
の

場
合

に
お

い

て
、
当
該
控
除
額
が
当
該
所
得
割
の
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
控
除
額
は
、
当
該

所
得
割
の
額
に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。
 

第
34
条
の
７
 
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
前
年
中
に
法
第
31
4条

の
７
第
１
項
第
１
号

及
び
第
２
号
に
掲
げ
る
寄
附
金
又
は
次
に
掲
げ
る
寄
付
金
若
し
く
は
金
銭
（
町
内
に

主
た
る
事
業
所
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
に
対
す
る
も
の
及
び
町
内
に
主
た
る
目
的

で
あ
る
業
務
を
行
う
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
（
町
内
に
主
た

る
事
務
所
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
対
す
る
も
の
に
限
る
。
）
を
支
出
し
た
場

合
に
は
、
同
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
控
除
す
べ
き
額
（
当
該
納
税
義
務
者
が

前
年
中
に
同
条
第
２
項
に
規
定
す
る
特
例
控
除
対
象
寄
附
金
を
支
出
し
た
場
合
に
あ

っ
て
は
、
当
該
控
除
す
べ
き
金
額
に
特
例
控
除
額
を
加
算
し
た
金
額
。
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
「
控
除
額
」
と
い
う
。
）
を
そ
の
者
の
第
34
条
の
３
及
び
前
条
の
規
定
を

適
用

し
た

場
合

の
所

得
割

の
額

か
ら

控
除

す
る

も
の

と
す

る
。

こ
の

場
合

に
お

い

て
、
当
該
控
除
額
が
当
該
所
得
割
の
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
控
除
額
は
、
当
該

所
得
割
の
額
に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。
 

(１
) 
（
略
）
 

(１
) 
（
略
）
 

(２
) 

所
得
税
法
施
行
令
（
昭
和
40
年
政
令
第
96
号
）
第
21
7条

第
１
号
に
規
定
す
る

独
立
行
政
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
（
出
資
に
関
す
る
業
務
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
が

明
ら
か
な
も
の
を
除
き
、
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も

の
に
限
る
。
）
 

(２
) 

所
得
税
法
施
行
令
（
昭
和
40
年
政
令
第
96
号
）
第
21
7条

第
１
号
に
規
定
す
る

独
立
行
政
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
（
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関

連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
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改
正
後
 

改
正
前
 

(３
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
１
号
の
２
に
規
定
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
に

対
す
る
寄
附
金
（
出
資
に
関
す
る
業
務
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
が
明
ら
か
な
も
の
を

除
き
、
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(３
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
１
号
の
２
に
規
定
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
に

対
す
る
寄
附
金
（
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限

る
。
）
 

(４
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
２
号
に
規
定
す
る
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
（
法

第
31
4条

の
７
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
も
の
及
び
出
資
に
関
す
る
業
務
に
充
て
ら

れ
る
こ
と
が
明
ら
か
な
も
の
を
除
き
、
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に

関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(４
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
２
号
に
規
定
す
る
法
人
に
対
す
る
寄
附
金
（
法

第
31
4条

の
７
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的

で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(５
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
３
号
に
規
定
す
る
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財

団
法
人
（
所
得
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成

20
年
政
令
第

15
5

号
）
附
則
第
13
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ

る
改
正
前
の
所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
１
項
第
２
号
及
び
第
３
号
に
規
定
す
る

民
法
法
人
を
含
む
。
）
に
対
す
る
寄
附
金
（
出
資
に
関
す
る
業
務
に
充
て
ら
れ
る

こ
と
が
明
ら
か
な
も
の
を
除
き
、
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連

す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(５
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
３
号
に
規
定
す
る
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財

団
法
人
（
所
得
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成

20
年
政
令
第

15
5

号
）
附
則
第
13
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ

る
改
正
前
の
所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
１
項
第
２
号
及
び
第
３
号
に
規
定
す
る

民
法
法
人
を
含
む
。
）
に
対
す
る
寄
附
金
（
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業

務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(６
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
４
号
に
規
定
す
る
学
校
法
人
に
対
す
る
寄
附
金

（
出
資
に
関
す
る
業
務
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
が
明
ら
か
な
も
の
を
除
き
、
当
該
法

人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(６
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
４
号
に
規
定
す
る
学
校
法
人
に
対
す
る
寄
附
金

（
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(７
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
５
号
に
規
定
す
る
社
会
福
祉
法
人
に
対
す
る
寄

附
金
（
法
第
31
4条

の
７
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
も
の
及
び
出
資
に
関
す
る
業
務

に
充
て
ら
れ
る
こ
と
が
明
ら
か
な
も
の
を
除
き
、
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ

る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(７
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
５
号
に
規
定
す
る
社
会
福
祉
法
人
に
対
す
る
寄

附
金
（
法
第
31
4条

の
７
第
１
項
第
２
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
当
該
法
人
の
主

た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(８
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
６
号
に
規
定
す
る
更
生
保
護
法
人
に
対
す
る
寄

附
金
（
出
資
に
関
す
る
業
務
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
が
明
ら
か
な
も
の
を
除
き
、
当

該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(８
) 

所
得
税
法
施
行
令
第
21
7条

第
６
号
に
規
定
す
る
更
生
保
護
法
人
に
対
す
る
寄

附
金
（
当
該
法
人
の
主
た
る
目
的
で
あ
る
業
務
に
関
連
す
る
も
の
に
限
る
。
）
 

(９
) 
（
略
）
 

(９
) 
（
略
）
 

(1
0)
 
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
32
年
法
律
第
26
号
）
第
41
条
の
18
の
２
第
２
項
に
規

定
す
る
特
定
非
営
利
活
動
に
関
す
る
寄
附
金
（
そ
の
寄
附
を
し
た
者
に
特
別
の
利

益
が
及
ぶ
と
認
め
ら
れ
る
も
の
及
び
出
資
に
関
す
る
業
務
に
充
て
ら
れ
る
こ
と
が

明
ら
か
な
も
の
を
除
く
。
）
 

(1
0)
 
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
32
年
法
律
第
26
号
）
第
41
条
の
18
の
２
第
２
項
に
規

定
す
る
特
定
非
営
利
活
動
に
関
す
る
寄
附
金
（
そ
の
寄
付
を
し
た
者
に
特
別
の
利

益
が
及
ぶ
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
除
く
。
）
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改
正
後
 

改
正
前
 

２
 
（
略
）
 

 

２
 
（
略
）
 

 

（
個
人
の
町
民
税
に
係
る
公
的
年
金
等
受
給
者
の
扶
養
親
族
申
告
書
）
 

（
個
人
の
町
民
税
に
係
る
公
的
年
金
等
受
給
者
の
扶
養
親
族
申
告
書
）
 

第
36
条
の
３
の
３
 
所
得
税
法
第
20
3条

の
６
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る

申
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
者
又
は
法
の
施
行
地
に
お
い
て
同
項
に
規
定

す
る
公
的
年
金
等
（
所
得
税
法
第
20
3
条
の
７
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
除

く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
公
的
年
金
等
」
と
い
う
。
）
の
支
払
を
受
け
る
者
で

あ
っ
て
、
扶
養
親
族
（
年
齢
16
歳
未
満
の
者
に
限
る
。
）
を
有
す
る
者
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
公
的
年
金
等
受
給
者
」
と
い
う
。
）
で
町
内
に
住
所
を
有
す
る
も
の

は
、
当
該
申
告
書
の
提
出
の
際
に
経
由
す
べ
き
所
得
税
法
第
20
3条

の
６
第
１
項
に
規

定
す
る
公
的
年
金
等
の
支
払
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
公
的
年
金
等
支
払
者
」

と
い
う
。
）
か
ら
毎
年
最
初
に
公
的
年
金
等
の
支
払
を
受
け
る
日
の
前
日
ま
で
に
、

施
行
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
、

当
該
公
的
年
金
等
支
払
者
を
経
由
し
て
、
町
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
36
条
の
３
の
３
 
所
得
税
法
第
20
3条

の
６
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る

申
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
者
又
は
法
の
施
行
地
に
お
い
て
同
項
に
規
定

す
る
公
的
年
金
等
（
所
得
税
法
第
20
3
条
の
７
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
除

く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
公
的
年
金
等
」
と
い
う
。
）
の
支
払
を
受
け
る
者
で

あ
っ
て
、
扶
養
親
族
（
控
除
対
象
扶
養
親
族
を
除
く
。
）
を
有
す
る
者
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
公
的
年
金
等
受
給
者
」
と
い
う
。
）
で
町
内
に
住
所
を
有
す
る
も
の

は
、
当
該
申
告
書
の
提
出
の
際
に
経
由
す
べ
き
所
得
税
法
第
20
3条

の
６
第
１
項
に
規

定
す
る
公
的
年
金
等
の
支
払
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
公
的
年
金
等
支
払
者
」

と
い
う
。
）
か
ら
毎
年
最
初
に
公
的
年
金
等
の
支
払
を
受
け
る
日
の
前
日
ま
で
に
、

施
行
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
、

当
該
公
的
年
金
等
支
払
者
を
経
由
し
て
、
町
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(1
)～

(3
) 
（
略
）
 

(1
)～

(3
) 
（
略
）
 

２
～
５
 
（
略
）
 

 

２
～
５
 
（
略
）
 

 

附
 
則
 

 

附
 
則
 

 

（
個
人
の
町
民
税
の
所
得
割
の
非
課
税
の
範
囲
等
）
 

（
個
人
の
町
民
税
の
所
得
割
の
非
課
税
の
範
囲
等
）
 

第
５
条
 
当
分
の
間
、
町
民
税
の
所
得
割
を
課
す
べ
き
者
の
う
ち
、
そ
の
者
の
前
年
の

所
得
に
つ
い
て
第
33
条
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
総
所
得
金
額
、
退
職
所
得
金
額
及

び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
が
、
35
万
円
に
そ
の
者
の
同
一
生
計
配
偶
者
及
び
扶
養

親
族
（
年
齢
16
歳
未
満
の
者
及
び
控
除
対
象
扶
養
親
族
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
数
に
１
を
加
え
た
数
を
乗
じ
て
得
た
金
額
に
10
万
円
を
加
算
し
た

金
額
（
そ
の
者
が
同
一
生
計
配
偶
者
又
は
扶
養
親
族
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
金

額
に
32
万
円
を
加
算
し
た
金
額
）
以
下
で
あ
る
者
に
対
し
て
は
、
第
23
条
第
１
項
の

規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
町
民
税
の
所
得
割
（
分
離
課
税
に
係
る
所
得
割
を
除
く
。
）

を
課
さ
な
い
。
 

第
５
条
 
当
分
の
間
、
町
民
税
の
所
得
割
を
課
す
べ
き
者
の
う
ち
、
そ
の
者
の
前
年
の

所
得
に
つ
い
て
第
33
条
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
総
所
得
金
額
、
退
職
所
得
金
額
及

び
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
が
、
35
万
円
に
そ
の
者
の
同
一
生
計
配
偶
者
及
び
扶
養

親
族
の
数
に
１
を
加
え
た
数
を
乗
じ
て
得
た
金
額
に
10
万
円
を
加
算
し
た
金
額
（
そ

の
者
が
同
一
生
計
配
偶
者
又
は
扶
養
親
族
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
金
額
に
32
万

円
を
加
算
し
た
金
額
）
以
下
で
あ
る
者
に
対
し
て
は
、
第
23
条
第
１
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
町
民
税
の
所
得
割
（
分
離
課
税
に
係
る
所
得
割
を
除
く
。
）
を
課
さ
な

い
。
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改
正
後
 

改
正
前
 

２
・
３
 
（
略
）
 

 

２
・
３
 
（
略
）
 

 

（
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
を
支
払
っ
た
場
合
の
医
療
費
控
除
の
特
例
）
 

（
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
を
支
払
っ
た
場
合
の
医
療
費
控
除
の
特
例
）
 

第
６

条
 

平
成

30
年

度
か

ら
令

和
９

年
度

ま
で

の
各

年
度

分
の

個
人

の
町

民
税

に
限

り
、
法
附
則
第
４
条
の
４
第
３
項
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
お
け
る
第
34
条
の
２

の
規
定
に
よ
る
控
除
に
つ
い
て
は
、
そ
の
者
の
選
択
に
よ
り
、
同
条
中
「
同
条
第
１

項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
１
項
（
第
２
号
を
除
く
。
）
」
と
、
「
ま
で
」
と
あ
る

の
は
「
ま
で
並
び
に
法
附
則
第
４
条
の
４
第
３
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

さ
れ
る
法
第
31
4条

の
２
第
１
項
（
第
２
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
」
と
し
て
、
同

条
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

第
６

条
 

平
成

30
年

度
か

ら
令

和
４

年
度

ま
で

の
各

年
度

分
の

個
人

の
町

民
税

に
限

り
、
法
附
則
第
４
条
の
４
第
３
項
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に
お
け
る
第
34
条
の
２

の
規
定
に
よ
る
控
除
に
つ
い
て
は
、
そ
の
者
の
選
択
に
よ
り
、
同
条
中
「
同
条
第
１

項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
１
項
（
第
２
号
を
除
く
。
）
」
と
、
「
ま
で
」
と
あ
る

の
は
「
ま
で
並
び
に
法
附
則
第
４
条
の
４
第
３
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

さ
れ
る
法
第
31
4条

の
２
第
１
項
（
第
２
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
」
と
し
て
、
同

条
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 

  
（
寄
附
金
税
額
控
除
に
お
け
る
特
例
控
除
額
の
特
例
）
 

第
７
条
の
４
 
（
略
）
 

  
（
寄
付
金
税
額
控
除
に
お
け
る
特
例
控
除
額
の
特
例
）
 

第
７
条
の
４
 
（
略
）
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